
山形県では、地域の自治会や集落、各種団体等が地域運営組織の形成や地域課題の解決に向けて行う
取組みに対して「地域コミュニティ支援アドバイザー」を派遣します。
派遣の対象は、自治会・町内会、集落、地域活動を支援するＮＰＯやボランティア団体、各種団体な
ど。これからの地域を考える・実行する機会に、ぜひこの制度を活用ください。
まずは、お住まいの市町村地域づくり担当課へ御相談ください。

・経験豊富なアドバイザー
ex 「地域づくり組織形成」「地区計画策定」「地域包括ケア」

「人材育成」「スモールビジネス」「デジタル技術」

詳しくは裏面の表をご覧ください

・オンライン研修対応

・地区の部会など少人数の研修でも利用可

・アドバイザーへの謝礼、旅費は山形県が負担

自治会・町内会等地域
自治組織、運営協議会、
各種団体の方

市町村のご担当者の方

市町村の地域づくり
担当課へ

総合支庁の総務課
連携支援室へ

問合
せ先

地域コミュニティ
支援アドバイザー
を派遣します

山形県
みらい企画創造部移住定住・地域活力創生課（TEL 023-630-3118)



令和６年度 地域コミュニティ支援アドバイザー

1.地域づくり組織形成の手法や地区計画策定
・持続可能な集落づくりのための新しい地域の
ネットワークづくり（手順）

・地域づくりの目標設定となる計画づくりの
必要性と策定プロセス、その実践 等

2.地域包括ケア、地域の助け合い、地域防災、
コミュニティスクール
・生活支援コーディネーターの役割とその活動
・地域の助け合いの仕組みづくりと実践
・地域防災に関するワークショップ
・コミュニティスクール運営支援 等

3.地域づくりの人材育成
・地域におけるリーダー及びフォロワーの確保と育成
・アントレプレナーシップ教育
・事務局機能の充実・強化 等

4.スモールビジネス・マーケティング
・地域内経済の開発とその市場開発
・地域内起業や副業化など働く場の創出 等

①講演講師

②話し合いやワークショップのファシリテーター

③市町村行政や住民自治組織等への課題解決に向けた
手法の助言、政策提言等

可能な派遣形態

敬称略・五十音順

申し込み様式がありますので、まずは
表面「問合せ先」までご相談ください。

5.住民主体による事業開発のプロセスデザイン
・事業の発案から実施までのマイルストーンの組み立て
・成果目標、PDCAサイクルの回し方 等

6.デジタル技術を活用した地域づくり
・自治会のデジタル化 ・地域ＳＮＳの導入
・生成AI（Chat GPT等）の相談 等

No 氏 名 所 属 等
支援可能なプログラム 可能な派遣形態

1 2 3 4 5 6 ① ② ③

1 青 木 孝 弘 東北公益文科大学公益学部 教授 ○ ○ ○ ○ ○ ○

２ 井 東 敬 子 鶴岡ナリワイプロジェクト 代表 ○ ○ ○ ○ ○ ○

３ 稲 村 理 紗 (特)まちづくり学校 ○ ○ ○ ○

４ 遠 藤 智 栄 地域社会デザイン・ラボ代表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５ 加藤 由紀子 (特)ふれあい天童 理事長 ○ ○ ○ ○

６ 斎 藤 主 税
(特)都岐沙羅パートナーズセンター
理事・事務局長

○ ○ ○ ○

７ 佐 藤 恒 平 地域振興サポート会社 まよひが企画 代表 〇 ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○

８ 佐 藤 英 仁 東北福祉大学 総合福祉学部 福祉行政学科 教授 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

９ 髙 橋 由 和 (特)きらりよしじまネットワーク 事務局長 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 千川原 公彦 ウェザーハート災害福祉事務所 代表 ○ ○

11 西 直 人
東北芸術工科大学コミュニティデザイン学科
准教授
リードクライム㈱ 代表取締役

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 沼 野 慈 (特)NPOもがみ 理事長 ○ ○ ○ ○ ○

13 原 一 宣。 ㈱Gazi工房 代表取締役 ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 平 尾 清

岩手大学地域協創教育センター特任教授
東京都立産業技術大学院大学
スタートアップ・アクセラレーター研究所主任研究員

青山学院大学 非常勤講師

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 廣 瀬 隆 人 一般社団法人とちぎ市民協働研究会 代表理事 ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 宮 原 博 通 ㈱和のくらし文化研究所 代表取締役 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可能な派遣形態

支援可能なプログラム


